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 わが国の公共交通は大きな問題を抱えている。大都市圏で未だ解決されない混雑問

題と、地方部での利用客の減少に伴うサービス低下である。その根本的な原因として

考えられるのは、交通企業が採算性を重視した経営を行っていることと、行政側によ

る交通コントロールが必ずしも有効に機能しておらず、そもそも総合的な交通計画を

行政が持っていないということである。その結果として特に、社会的に必要であると

される軌道系交通等の整備がほとんど進んでいないことが問題である。そのため必然

的に自動車を中心とした交通体系が形成されることになってしまっている。 
 地球環境問題やエネルギー問題が世界的に主要な政策テーマとなっている現代に

おいて、各都市の政策・計画は、環境を重視しないものにはなりえない。特に、これ

までの先進国の経済成長は自動車の利便性を向上させることによって支えられてき

たという側面があるが、自動車交通にはエネルギーの有限性という問題に加えて、大

気汚染や騒音などの公害を発生させ、さらには駐車車両が限られた都市空間を占拠し

てしまうなど、都市の生活環境を悪化させるという大問題があるため、自動車交通だ

けに頼った都市計画や交通計画は望ましいとはいえない。 
 そういった面も含めて欧米諸国では軌道系交通を見直す動きが広まっており、既に

多数の整備事例がある。軌道系交通は、整備費は比較的高価だが、大気環境に与える

影響が少なく、安全性が高く、誰でも利用可能な上に、土地利用計画等の他の計画と

の連携によって商業活性化が可能であるという特長があり、その評価は安定したもの

になりつつある。 



 わが国でも今後は軌道系交通を含めて、社会的に必要な交通整備を進めるために必

要な、行政側による交通コントロールを行っていく必要性は極めて高く、そのために

先進事例から学ぶことが必要である。本研究では先進事例としてフランスを選定した。 
 フランスが他の先進諸国と大きく違うのは、わが国と同様にいったん軌道系交通を

廃止した経緯を持ちながら、制度改訂を経て行政主導の総合的な交通計画を策定して、

その計画目標と整合的な計画事業案としての軌道系交通の整備が実際に行われてお

り、しかもそれが比較的短時間で実現しているように実効性が極めて高い点である。 
 以上より本研究は、環境を考慮した都市政策に必要な、行政側による総合的な都市

圏交通計画の導入を可能にし、その計画が実効性を持つための要因をフランスの事例

を用いて検討し、わが国での都市圏交通計画の改善に対する知見を得ることを目的と

している。ここで計画の実効性とは、計画目標に整合した計画事業案が実際に実施さ

れ、計画目標自体も各事業案の実現によって実現するという 2 段階の意味合いを含ん

だものである。本研究によって得られた結論は以下の通りである。 
 まず第 2 章では、フランス及びわが国における、フランス都市圏交通計画関連研究

のレビューを行い、フランスの都市圏交通計画とその周辺の制度について、歴史的な

視点を重視しつつその概要を把握する方法による研究が必要であることを示した。 
 第 3 章では国内交通基本法を中心としたフランス都市圏交通の計画・組織的枠組み

について考察し、以下の結論を得た。 
 国内交通基本法が存在することによって、都市圏内における交通政策・交通計画に

関して地方政府は、PDU を作る際の交通と都市に関する目標設定に関する義務を守

ることで、自分たちの都市圏に独自の状況に適合した計画・政策を自由に策定・実施

する権利を得ている。このような計画枠組みが実現した背景には、それまで中央集権

のシステムのもとで進められていた交通政策が、国内交通基本法の制定とともに地方

に権限委譲された際に、既に財源制度が確立していたことが挙げられる。 
 つまりフランスでは、計画の実現に際して、国内交通基本法が政策理念を規定し、

計画策定・事業実施主体の権限を規定し、その主体が自由に使途を決定できる財源が

存在するという計画枠組みを政策的な失敗の後に制度として確立したことが、計画の

実効性を高めるのに大きな役割を果たしたのである。 
 第 4 章ではフランスにおける都市圏交通計画制度と財源制度との関係について考

察し、以下の結論を得た。 
 国内交通基本法は都市圏交通に関わる財源制度に関わる具体的な規定に欠けてい

るが、これは国内交通基本法の制定前に交通負担金制度が存在していたためである。

この交通負担金制度は、都市圏交通機構にとっての直接的かつ確実かつ自由に使途を

決定できる財源として有効に使われているが、見方を変えるとこれも国の計画枠組み

の一つであり、制限税率の規定を用いて国の意向を各都市圏の政策に反映させるため



の方法として利用されている。 
 国が定めた計画枠組み・財源スキームのもとで、各地方都市圏はそれぞれの計画に

見合った税率あるいは各財源制度を活用することが可能であるため、計画の実施に際

して財源上の根拠が明確であり、このことが計画の実効性を高くしている。加えて、 
交通負担金収入は都市圏交通機構以外が用いることが許されないが、都市圏交通機構

は目的限定的な PDU に則った政策しか行うことができない。 
 交通負担金制度は、制定時には使途が極めて限定されたものだったが、国内交通基

本法の制定及び LAURE 法の制定を契機に都市圏交通全般に関わる使い方が可能に

なった。これにより、政策実施主体の計画目標が PDU 制度で明示されたこともあっ

て、財源制度と計画制度とが連携した形になり、計画の実効性が財源面からも著しく

高まっている。その際、国の政策枠組みの中で地方が政策決定を行うという役割分担

だけでなく、都市圏交通機構が計画と財源を一括して掌握していることも、国の大き

な方針に合致した交通政策の実現に際して大きな影響を与えているといえる。 
 第 5 章では、フランスの合意形成手法と意思決定過程に関する枠組みとその特徴に

ついて考察し、以下の結論を得た。 
 フランスの合意形成過程は議会を中心にした意思決定システムの中で住民等に対

する情報公開及び意見収集の役割を持っており、法的に義務づけられたプロセスであ

ることがその効果を高めている。そこでは計画策定側と住民側の役割がはっきりと分

かれており、計画策定側は望ましい計画を策定することとそのために必要な情報を公

開すること、住民側は提示された情報を理解して生活者の立場から計画策定に有用な

意見を述べることが求められている。特に計画策定において情報公開と意見収集のた

めに必要なプロセスとして事前協議が制度化されている。 
 計画案の承認に当たっては唯一の意思決定機関としての議会の持つ権限がかなり

大きいため、議会による判断が正確であることが求められ、そのために必要なプロセ

スとして公開事前調査が制度化されている。また、民意を問うための手法として制度

化されていた諮問的住民投票に加えて、議会の意思決定を補完する手法として近年決

定的住民投票も制度化されたが、議会の意思決定機関としての重要性は変わっていな

い。議会制度の持つ限界はそのままこの意思決定システムにも当てはまるが、現状で

は計画策定・実施に関して効果の大きいシステムであるということがいえよう。 
 また特に PDU の合意形成過程では、限定的な事前協議が行われ関連する各主体に

よる意見表明の後に公開事前調査が行われることになることが明らかになったが、こ

のことは PDU がそれぞれの具体的な事業計画案の上位計画として位置づけられてい

ることを示していると考えられる。PDU という中長期計画の策定にあたって各主体

の意見を考慮し住民意見も取り入れることで、交通政策に対する全体的な意識が高ま

ることを意図しており、望ましい形で PDU が策定されるために必要な過程であると



いえる。実効性の高い計画案を策定するためにこのようなプロセスも重要である。 
 第 6 章では、フランスの具体的な都市圏における事例を通して、前章までで検討し

てきたフランスの交通計画制度の特質が実際にどのように適用されているかについ

て、オルレアン都市圏における事例を通じて詳細を明らかにするとともに、フランス

の都市圏交通計画制度の持つ高い実効性の要因と考えられることを挙げ、わが国の都

市圏交通計画制度の改善に当たっての知見を得た。 
 まずフランスの都市圏交通計画制度が持つ高い実効性の要因について検討したが、

それによると都市圏の政策・計画事例も踏まえて以下の要因が影響しているといえる。 
1) 計画策定組織が行政内で確立していること 
2) 計画策定・政策実施に関して行政の自由度が大きいこと 
3) 計画の目標に関して一定の制限があること 
4) 計画の策定方法に関して情報公開・意見聴取義務があること 
5) 独自に使途を決められる財源があること 
6) 以上の点に関して法的に規定されていること 
 これらの要因がフランスで実現してきた経緯からわが国における現状を改善する

ための方策として、都市圏交通関係政策を担当する組織を確立させることの重要性を

挙げ、行政内の交通関連部門が主体的に交通政策に関わるよう、組織的及び財源的制

度措置を施すこと、及び交通計画制度を他の行政政策と関連づけた形で位置づけるこ

との重要性を指摘した。 
 最後に第 7 章では本研究によって得られた結論と今後の課題を示している。 
 全体として、これまで必ずしも明らかでなかったフランスの都市圏交通計画制度に

関して、多角的な視点から捉え、その全体像を各制度の枠組みから明らかにしており、

またその中で歴史的経緯を考慮したことで、わが国における制度改善の方向性に関す

る知見を得るとともに、制度比較研究及びフランスの制度研究に関して大きな発展可

能性を持っており、その意味でも有用であると考えられる。 


